
6 

 

Ⅲ. 医療・介護  ～住み慣れた地域で必要なサービスが受けられる社会をめざして～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課 題                         施策の方向性                          主要な取組 

 
○認知症の人の意思が尊重され、本人や家族が住み慣れた地域で
自分らしく暮らしつづけることができる社会の実現 

 
○都市部を中心に７５歳以上の高齢者の急増が見込まれ、今後
の高齢化に対応した医療提供体制を構築 

○高齢化に伴う疾病構造の変化に対応するため、病院中心の医
療体制の転換 

 
○介護が必要な高齢者の増加を見据え、多様なニーズに応じた高
齢者の地域生活を支援する体制を整備 

 

（救急医療体制の充実） 
○医療機関の機能分担・連携体制の構築による救急医療体制の確保 
（周産期・小児医療の充実） 
○総合周産期母子医療センターを中心とした連携体制の構築 
○小児救急医療の体制整備、休日・夜間の保護者向け相談体制の整備 
（がん医療の充実） 
○がん診療連携拠点病院を中心とした適切ながん医療の体制整備 
（災害時の医療救護体制の充実） 
○災害拠点病院の機能強化、関係機関による医療連携体制の構築 

（医療機関の機能分化・連携） 
◆地域医療構想調整会議の設置、地域医療構想の実現に向け地域医療介護総合確保
基金を活用した事業の実施 

（在宅医療の推進） 
◆在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション等在宅医療を担う施設の設置促進、
ＩＣＴの活用等による医療と介護の連携の推進 

 

 
○働き盛りの介護者の急増に伴い、介護者の負担軽減や介護離職
の防止等、介護と仕事の両立が可能な社会の構築 

○がんになっても治療を受けながら働き、安心して暮らせる社会
の構築 

（認知症の人と家族を支える地域づくり） 
○認知症の早期発見、早期対応に向けた支援体制を構築 
（認知症の容体に応じた適切な医療・介護の提供） 
○容体に応じた適切な医療・介護・生活支援等の提供体制の構築 
（若年性認知症の人の支援） 
○若年性認知症の人の視点に立ったニーズを把握と相談体制の整備 
（認知症の人の家族介護者への支援） 
○認知症の人とその家族、地域住民等が集い、交流できる場の設置促進 
（介護人材の資質向上） 
○介護サービス事業所従事者等の認知症介護技術の向上を推進 
（認知症予防の推進） 
○認知症予防の効果的な取組の推進 

（地域包括ケアシステムの構築） 
○高齢者の地域生活を支える地域包括ケアシステムの構築 
（高齢者の地域生活を支える介護基盤の整備） 
○高齢者の地域生活を支える介護サービスや、高齢者の住まいの整備促進 
○介護職員の負担軽減やサービスの効率化のため介護ロボットの実用化
を推進 

★ 地域包括ケアシステム構築のための医療、介護、予防、生活支援等の
包括的な連携＜他分野連携＞ 

 

（介護者支援と介護離職の防止対策） 
◆両立支援に関する介護関係者向けの研修制度、企業・従業員向けに介護サービ
スに関する情報を提供 

（がん患者の就労支援） 
◆病院、ハローワーク、企業が連携した患者向け相談窓口の設置  

３．高齢化に対応した医療提供体制の構築 

６．介護等と仕事の両立支援 

４．高齢者が地域で安心して暮らせる社会の実現 

５．認知症対策の推進 

 
○救急医療の確保、身近な地域での分娩やリスクのある妊娠・
出産への対応、休日夜間の小児救急体制の確保 

○がん患者とその家族の視点に立ったがん対策の推進 
○大規模災害時における医療救護活動体制の整備 

（医療従事者の確保・育成） 
○地域枠の制度を活用した地域医療を担う医師の確保 
○医療従事者の勤務環境の改善と出産、育児のために離職している女性医
師、看護師等の離職防止と復職支援の推進 

○看護職員の養成及び資質の向上、定着の促進、再就業の支援等を推進 
（介護人材の確保・育成） 
○地域医療介護総合確保基金を活用し、多様な人材の参入促進、人材の資
質向上、労働環境・処遇改善等による人材定着の取組を推進 

２．誰もが質の高い医療を受けられる体制の整備 

医療提供体制の充実 

（救急医療体制の充実） 
◆救急医療情報システムによる情報提供、ドクターヘリの運航 
（周産期・小児医療の充実） 
◆総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センターの運営支援 
◆あいち小児保健医療総合センターでの小児救命救急センターの整備 
（がん医療の充実） 
◆がん診療連携拠点病院の地域連携・相談支援体制の強化 
（災害時の医療救護体制の充実） 
◆ＤＭＡＴ、医療機関、ライフライン事業者等と連携した実際的な訓練の実施 

（医療従事者の確保・育成） 
◆地域医療支援センターによる大学と連携した医師の育成、派遣体制の強化 
◆医療勤務環境改善支援センターを設置し、働きやすい職場づくりを推進 
◆看護職員の離職時の届出制度を活用した看護師免許保持者の登録促進 
（介護人材の確保・育成） 
◆福祉の仕事総合展の開催等、介護職への多様な人材の参入促進 
◆愛知労働局との連携による合同面接会での協力やハローワークの活用 

 
○救急医療や周産期医療を担う人材の確保、女性医師や看護職
員等の離職防止、復職支援 

○今後の在宅医療等の需要増に対応するため看護職員等の確保
対策 

○今後の高齢化に伴い増加する介護ニーズに対応するための介
護人材の確保対策 

１．医療従事者及び介護人材の確保 

医療提供体制の充実 

（医療機関の機能分化・連携） 
○急性期から回復期まで、患者の状態に見合った医療を受けることができ
るよう、医療機関の機能分化・連携を推進 

（在宅医療の推進） 
○慢性疾患患者の地域生活を支える在宅医療体制を充実 

（地域包括ケアシステムの構築） 
◆医療・介護・予防・生活支援・住まいが一体的に提供される地域包括ケアシステ
ムの構築に向け、市町村の取組を先導するモデル事業等を実施 

（高齢者の地域生活を支える介護基盤の整備） 
◆高齢者の地域生活を支える地域密着型サービスや生活支援サービスの充実 
◆高齢者の状態に応じた施設や住まいの整備促進 
◆国立長寿医療研究センターに「あいちサービスロボット実用化支援センター」を設置 
★ 各地域の実情に応じた医療・介護サービス等を提供するため、多職種・他機関
によるネットワーク化を推進＜他分野連携＞ 

（認知症の人と家族を支える地域づくり） 
◆小中学生等の認知症サポーター養成、認知症初期集中支援チームの設置促進 
（認知症の容体に応じた適切な医療・介護の提供） 
◆かかりつけ医の認知症対応力の向上、認知症サポート医の養成 
（若年性認知症の人の支援） 
◆相談窓口の設置と調整役を担うコーディネーターの配置 
（認知症の人の家族介護者への支援） 
◆認知症カフェ等の設置促進のための好事例の情報提供 
（介護人材の資質向上） 
◆認知症介護指導者の養成、介護サービス事業所従事者向け研修の充実 
（認知症予防の推進） 
◆国立長寿医療研究センターと協働した認知症予防プログラムの作成及び普及 

（介護者支援と介護離職の防止対策） 
○地域包括支援センターやケアマネージャーが介護の必要に直面した人
に両立支援に関する情報を提供する仕組みを整備 

（がん患者の就労支援） 
○行政、企業、医療機関等が連携した両立支援に関する取組の推進 


